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研究成果の概要（和文）：植民地朝鮮の裁判所では、現地社会のニーズに対応するため裁判官の裁量が広く認め
られていた。その結果、朝鮮総督府の行政方針や内地の大審院判決とは異なる独自の法解釈が形成されることが
あった。さらにその朝鮮独自の法解釈の一部は、同時代のみならず戦後日本の司法判断にも影響を与えた。
朝鮮から日本へ、このような法域を超える法解釈の伝播を可能にした要因は、直接的・間接的に日本が関与した
朝鮮における裁判の近代化と法学教育を経験した人的資源の継続的供給であった。

研究成果の概要（英文）：In the courts of colonial Korea, judges were allowed wide discretion in 
order to respond to the needs of the local society. As a result, the courts sometimes formed their 
own legal interpretations that differed from the administrative policies of the Office of the 
Governor-General of Korea and the decisions of Daishin-in.　Furthermore, some of the unique legal 
interpretations in colonial Korea influenced not only the contemporaneous Japanese courts but also 
postwar Japan.
The factors that enabled the propagation of legal interpretations across jurisdictions from Korea to
 Japan were the modernization of courts in colonial Korea and the continuous supply of human 
resources experienced in legal education, both of which directly and indirectly involved Japan.

研究分野：法史学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本近代法史において研究蓄積の乏しい「植民地法」に注目し、植民地法が東アジア地域における「近代法」化
に与えた影響、あるいは翻って植民地法によって日本が受けた影響、という地域間の法の相互作用に注目する本
研究は、法史学界に新たなインパクトを与えることができると考える。さらに、東アジア地域における近代法の
グローバル化と現地社会の相互作用の側面にも注目することで、植民地法研究を単に「歴史認識」問題に終始さ
せず、現代的な問題（法整備支援等）への応用可能性も探究することができよう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
Ⅰ 研究の視座 
日本近代法史研究は，これまで西洋法継受を通じた近代日本の立法史を中心に展開され

てきた．しかし「帝国」としての近代日本を考察する場合には，一国史的法史像を脱却し，

植民地統治を含む観点が不可欠である．また植民地法が東アジア地域における「近代法」化

に与えた影響，あるいは翻って植民地法によって日本が受けた影響，という地域間の法の相

互作用への注目も重要であろう．それゆえ，本研究課題実施者(以下，実施者)は日本近代法

史の射程について，従来行われてきた西洋法継受の過程解明だけでなく，東アジア地域に対

する「近代法」の伝播過程にまで拡大して捉えるべきだと考える． 
 
Ⅱ 本研究課題の前提 
 Ⅰで述べた視座のもと，実施者はこれまで次のことを明らかにしてきた．すなわち，植民

地朝鮮における司法は，統治行政府(朝鮮総督府)の政治的性格を色濃く反映する存在，ある

いは本国の大審院判決を請け売りする存在として認識されがちだが，実際には，現地社会の

法的ニーズに対応すべく，特に朝鮮高等法院においては，総督府の行政方針とも大審院の判

断とも異なる，独自の法解釈を展開する現象が見られた．朝鮮高等法院によるこのような独

自の法解釈現象は，従来定説化していた本国政府や総督府に従属する植民地司法のイメー

ジに再考を促しうる契機となろう． 
 では，植民地司法の独自の法解釈現象は，単に現地社会での意義にとどまる，「帝国」の

周縁での現象に過ぎなかったのだろうか．あるいは「帝国」内で共有しうる意義をもつもの

として，本国・植民地間をまたぐ動態的な観点から理解すべきなのだろうか．この問題の解

明は，「帝国」日本の司法秩序をより立体的に理解するために有益であろう． 
 
２．研究の目的 
 １−Ⅱの問題を解明するため，本研究課題は次の３点に着目し，【裁判を通じた「帝国」日

本の司法秩序の形成過程】を通じて，「近代法」の伝播によって展開された植民地朝鮮と日

本との間の法の相互作用の一端，およびその背景を明らかにすることを目的としている． 
① 植民地朝鮮の裁判所による独自の法解釈の実相． 
② 上記①に対する在朝鮮・在本国の法律実務家や法学者の反応． 
③ 上記①②の一連の事象を通じて本国司法へ与えた影響． 
 
３．研究の方法 
 主として以下２つの資料群の収集・分析を通じて検討した． 
① 植民地朝鮮及び本国(戦後日本を含む)における裁判資料(特に民事裁判に注目)． 
② 法律実務家(特に裁判官・弁護士)，法学者による著作物． 
 



４．研究成果 
本国と植民地朝鮮は別の法域を形成しており，朝鮮高等法院は現地社会のニーズに応じ

て，朝鮮総督府の行政方針や本国の判決(特に大審院判決)とは異なる，あるいは全く新しい

独自の法解釈によって事案を処理することが可能であった(実際にそのようなケースがあっ

た)．ところがこのような状況に対して，法実務上の要請から，本国と朝鮮との「司法権統

一・法規解釈の統一」の潮流が現れる．特に 1930年代には，法律実務家(弁護士)を中心と

して本国の法実務との統合を目指す運動が顕著になった［2019A］． 
一方，京城帝国大学の法学者に注目してみると(本課題では民事法学を対象としている)，

実務家からの採用が多かった京城帝国大学の民事法学者にとって，その学問空間はあくま

で本国の地理的延長線上の“ポストのひとつ”という認識が強かった．そのため，〈朝鮮的

なるもの〉へ学問的関心を寄せた者はほとんどなく，朝鮮高等法院によって独自の法解釈が

なされた場合でも，それに対する評価基準として本国の学問状況や大審院判決を重視して

いた［2019B］． 
 背景は異なるものの，朝鮮における法律実務家も法学者も，本国と朝鮮が別の法域である

前提を特段問題とせず(植民地の裁判所だけが，別の法域であることを強く意識していたが)，
法解釈の統合を当然視した結果，朝鮮高等法院による独自の法解釈が，同時代の本国のみな

らず，戦後日本の裁判においても参照される現象が生じている．実施者の調査によると，戦

後日本では概ね，朝鮮高等法院を控訴院(戦前)と同レベルの機関として位置付けており．そ

の判旨を法解釈の先例として活用している例がみられた．この現象を通じて，植民地裁判所

による独自の法解釈が法域を超えて，戦前の本国のみならず，戦後日本にも〈伝播〉してい

ると捉えることができよう［2019B］．(※2023年以降に具体的な事例研究を発表予定) 
このような法解釈の伝播を可能に

した条件について，本研究課題では

裁判制度と人的資源に注目した．

1890年代後半，朝鮮における「裁判

の近代化」の確立は統治上の重要課

題のひとつに位置付けられたが，訴

訟観や裁判組織は併合以前より早々

に，日本の影響下で近代的なシステ

ムに転換が図られ［2019C］，その動

力となった法律家は，朝鮮人であれ日本人であれ民族的な属性を超えて，直接的・間接的な

日本の法学教育といういわば「共通言語」を共有する者たちによって占められていた．別の

法域にあっても，日本の影響下で構築された近代的司法システムに対して「共通言語」をも

つ法律家を継続的に供給したことが，本国(戦後日本)へ伝播する法解釈の形成を植民地朝鮮

において可能にした最大の要因であったと考える［2020］． 
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